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出所：日本内航海運組合総連合会「内航海運の活動」（平成24年度版）
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レ4．内航海運暫定措置事業の概要o血i・師迦・面。・剖B・・iness　この暫定措置事業は、昭和42年から船腹過剰対策として実施してきた船腹調整事業（スクラップ・アンド・ビルド方式）の解消に伴う引当資格の消滅がもたらす経済的影響を考慮し、ソフトランディング策として、平成10年から導入したもので、必要な資金は全て業界の自助努力によってまかなっているe　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、ご竺竺竺竺ilsp°元竺竺1°魎c：，l　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金の融資及び返済　　　　　・・d・・a・…　IV　　納付金の納付　　　＿．．，レPayment　fo「Bu｜ld‘n呂丁onnage暫定措置事業勘定［未決算勘定］　　TranSitiOnal　BUSineSS　ACOOUnt　　　　　　　　　　　・　　内航海運暫定措置事業　　　Transitional　Business　　交付金の交付fiepayment　tor　Scrapped　Tonnase▼r新たな船舶建造者Applicant　to　Build　Ship一兀存の記所有船栖嘉…「　　　Elig’ble　E”tity　t°Sc「ep°wn竺Ship　l�@内航総連合会は、組合員が自己の所有する交付金対象船舶の解撤等を行う場合に解撤等交付金を交付する。平成　14年度以降、暫定措置事業の適正な運用を確保するため、前年度における収支状況および当該年度の収支見通しを　踏まえ、上・下半期毎の資金管理計画を作成し、同計画に基づいて交付金の認定・交付を行っている。�A交付金の交付のために必要な資金は、建造納付金、鉄道建設・運輸施設整備支援機構等からの借入金等をもって　充てられている。�B内航総連合会は、船舶建造者等が納付する納付金等によって、金融機関等からの借入金を返済している。�C船舶を建造等しようとする組合員は、新造船等の対象�d数に応じて内航総連合会に、建造等納付金を納付（納付金の　一部に代えて、既存の自己所有船を解撤することも可）する。�Dこの事業は、収支が相償ったときに終了する。20

